
 
 

随意契約見直し計画 
 

平成 19 年 12 月 

独立行政法人海洋研究開発機構  
 
 
 
１．随意契約の見直し計画 
（１）平成１８年度において、締結した随意契約について点検・見直

しを行い、以下のとおり、随意契約によることが真にやむを得ない

ものを除き、一般競争入札等に移行するものとし、原則として、遅

くとも２０年度から全て一般競争入札等に移行することとした。 
 
【全体】 

  
平成１８年度実績 見直し後 

件数 金額（億円） 件数 金額（億円） 

事務・事業を取り止めたもの 

（１８年度限りのものを含む。） 

 

（６４．７％） （１７．３％） 

４６２ ４２ 

一
般

競
争

入
札

等
 

競争入札 
（１９．５％） （７５．０％） 

１３９ １８３ 

企画競争 
（１．１％） 

８ 

（０．４％） 

１ 

（２．２％） （０．４％） 

１６ １ 

随意契約 
（９８．９％） （９９．６％） （１３．６％） （７．３％） 

７０６ ２４４ ９７ １８ 

合   計 
（100％） （100％） （100％） （100％） 

  ７１４  ２４５   ７１４  ２４５ 

（注１）見直し後の随意契約は、真にやむを得ないもの 

（注２）金額は、それぞれ四捨五入しているため合計が一致しない場合がある 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

【同一所管法人等】 

  
平成１８年度実績 見直し後 

件数 金額（億円） 件数 金額（億円） 

事務・事業を取り止めたもの 

（１８年度限りのものを含む。） 

 

（５６．６％） （４．３％） 

３０ ４ 

一
般

競
争

入
札

等
 

競争入札 
（１７．０％） （９１．２％） 

９ ８１ 

企画競争 
（０％） 

０ 

（０％） 

０ 

（０％） （０％） 

０ ０ 

随意契約 
（100％） （100％） （２６．４％） （４．４％） 

５３ ８９ １４ ４ 

合   計 
（100％） （100％） （100％） （100％） 

 ５３  ８９  ５３  ８９ 

（注１）見直し後の随意契約は、真にやむを得ないもの 

（注２）金額は、それぞれ四捨五入しているため合計が一致しない場合がある 

 

【同一所管法人等以外の者】 

  
平成１８年度実績 見直し後 

件数 金額（億円） 件数 金額（億円） 

事務・事業を取り止めたもの 

（１８年度限りのものを含む。） 

 

（６５．４％） （２４．８％） 

４３２ ３８ 

一
般

競
争

入
札

等
 

競争入札 
（１９．７％） （６５．６％） 

１３０ １０２ 

企画競争 
（１．２％） 

８ 

（０．６％） 

１ 

（２．４％） （０．６％） 

１６ １ 

随意契約 
（９８．８％） （９９．４％） （１２．６％） （９．０％） 

６５３ １５４ ８３ １４ 

合   計 
（100％） （100％） （100％） （100％） 

 ６６１  １５５ ６６１ １５５ 

（注１）見直し後の随意契約は、真にやむを得ないもの 

（注２）金額は、それぞれ四捨五入しているため合計が一致しない場合がある 



（２）随意契約によることができる場合を定める基準について、以下

のとおり改正することとした。 
 
平成２０年１月１日を目処に 

・ 予定価格が２００万円未満の物件を売り払うときについて「５

０万円未満」に変更 

・ 予定価格の年額又は総額が「２００万円未満」の物件を貸し付

けるときについて、「３０万円未満」に変更 

 
平成２０年４月１日を目処に 

・ 予定価格が「５００万円未満」の工事又は製造をさせるときに

ついて「２５０万円未満」に変更 

・ 予定価格が「５００万円未満」の物件を買い入れるときについ

て「１６０万円未満」に変更 

・ 予定価格の年額又は総額が「２００万円未満」の物件を借り入

れるときについて「８０万円未満」に変更 

・ 前各号以外でその予定価格が「５００万円を超えないもの」の

契約をするときについて「１００万円を超えないもの」に変更 

 

３）随意契約の公表の基準について、以下のとおり平成２０年４月１

日を目処に改正することとした。 
・ 予定価格が「５００万円未満」の工事又は製造をさせるときに

ついて「２５０万円未満」に変更 
・ 予定価格が「５００万円未満」の物件を買い入れるときについ

て「１６０万円未満」に変更 
・ 予定価格の年額又は総額が「２００万円未満」の物件を借り入

れるとき又は貸し付けるときについて、借り入れるとき「８０

万円未満」、貸し付けるとき「３０万円未満」に変更 
・ 予定価格が２００万円未満の物件を売り払うときについて「５

０万円未満」に変更 
・ 前各号以外でその予定価格が「５００万円を超えないもの」の

契約をするときについて「１００万円を超えないもの」に変更 
 
 
 
 
 
 
 



 
２．随意契約見直し計画の達成へ向けた具体的取り組み及び移行時期 
   
（１）総合評価方式の導入拡大 
 ① 研究開発、調査研究、広報業務等について、総合評価落札方式

による一般競争入札を導入するべく、総合評価方式のガイドライ

ンを策定する。 
 ②総合評価方式による一般競争入札マニュアルの作成 
   一般競争への移行を支援するための業務マニュアルを作成する。 
  （平成２０年４月を目途に作成予定） 
 
（２）複数年度契約の拡大 
 ① 研究関連機器、事務機器の賃貸借、レンタカーリース等は当初、

一般競争入札により、その後覚え書き等により随意契約としてい

る。複数年度契約への移行を支援するための業務マニュアルを作

成する。（平成２０年４月を目途に作成予定） 
 
（３）入札手続きの効率化 
①一定金額未満の案件について複数業者から見積を取得し価格競争

する契約を「簡易競争」と位置付けるべくマニュアル・規程等に

おいて確立し、競争入札案件に対応する。 
（平成２０年４月を目途に作成予定） 

 


